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１．平成17年12月期の業績（平成17年１月１日～平成17年12月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年12月期 8,245 134.8 6,259 170.5 6,114 187.3

16年12月期 3,511 74.3 2,314 71.1 2,127 57.6

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年12月期 3,625 200.7 11,732 29 － 41.1 32.2 74.2

16年12月期 1,205 54.8 4,155 76 － 21.4 16.4 60.6

（注）①期中平均株式数 17年12月期 309,034株 16年12月期 290,176株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年12月期 － － － － － －

16年12月期 － － － － － －

 

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年12月期 20,170 9,864 48.9 32,106 89

16年12月期 17,813 7,782 43.6 24,931 95

（注）①期末発行済株式数 17年12月期 307,226株 16年12月期 312,158株

②期末自己株式数 17年12月期 6,008株 16年12月期 1,076株

２．平成18年12月期の業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 14,951 11,866 7,001 － － － －

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　22,787円78銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成16年12月31日）
当事業年度

（平成17年12月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１　現金及び預金 ※２  2,231,436   4,863,055  2,631,619

２　売掛金 ※１  418,624   555,002  136,377

３　特定金銭信託   254,389   －  △254,389

４　前払費用   198,339   153,724  △44,615

５　繰延税金資産   238,620   518,674  280,054

６　立替金 ※１  16,270   －  △16,270

７　その他 ※１  122,921   145,848  22,926

流動資産合計   3,480,602 19.5  6,236,305 30.9 2,755,702

Ⅱ　固定資産         

１　有形固定資産         

(1）建物  33,558   51,070    

減価償却累計額  6,709 26,849  10,402 40,668  13,819

(2）器具及び備品  55,586   87,690    

減価償却累計額  25,033 30,553  40,753 46,936  16,383

有形固定資産合計   57,402 0.3  87,605 0.4 30,202

２　無形固定資産         

ソフトウェア   14,569   20,380  5,810

商標権   －   1,956  1,956

無形固定資産合計   14,569 0.1  22,337 0.1 7,767
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前事業年度

（平成16年12月31日）
当事業年度

（平成17年12月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

３　投資その他の資産         

(1）投資有価証券 ※２  733,956   3,767,964  3,034,008

(2）関係会社株式   643,263   1,214,453  571,190

(3）その他の関係会社
有価証券

  1,884,205   5,652,895  3,768,690

(4）出資金   10   －  △10

(5）関係会社出資金   547,917   1,500,730  952,813

(6）関係会社
匿名組合出資金

  1,132,748   337,759  △794,989

(7）長期貸付金 ※４  972,692   145,000  △827,692

(8）関係会社
長期貸付金

※４  7,136,499   971,894  △6,164,605

(9）長期性預金 ※２  500,000   －  △500,000

(10）敷金及び保証金 ※１  59,488   －  △59,488

(11）長期前払費用   136,326   －  △136,326

(12）繰延税金資産   513,629   136,173  △377,456

(13）その他   －   96,905  96,905

投資その他の資産合計   14,260,737 80.1  13,823,776 68.6 △436,960

固定資産合計   14,332,710 80.5  13,933,719 69.1 △398,990

資産合計   17,813,312 100.0  20,170,025 100.0 2,356,712
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前事業年度

（平成16年12月31日）
当事業年度

（平成17年12月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１　短期借入金
※２
※３

 3,169,500   1,645,000  △1,524,500

２　１年以内返済
 長期借入金

※２  615,000   1,560,000  945,000

３　未払金   155,708   485,029  329,321

４　未払費用   －   20,317  20,317

５　未払法人税等   1,154,550   1,537,417  382,866

６　未払消費税等   43,378   256,896  213,517

７　前受金 ※１  3,312   578,817  575,504

８　預り金   14,513   －  △14,513

９　金利スワップ   52,202   58,199  5,996

10　その他   27,436   49,274  21,838

流動負債合計   5,235,603 29.4  6,190,953 30.7 955,349

Ⅱ　固定負債         

１　長期借入金 ※２  4,795,000   4,115,000  △680,000

固定負債合計   4,795,000 27.0  4,115,000 20.4 △680,000

負債合計   10,030,603 56.4  10,305,953 51.1 275,349

         

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※５  2,385,875 13.4  2,385,875 11.8 －

Ⅱ　資本剰余金         

１　資本準備金   2,009,625   2,009,625  －

２　その他資本剰余金         

(1）自己株式処分差益  506,690 506,690  506,690 506,690  －

資本剰余金合計   2,516,315 14.1  2,516,315 12.5 －

Ⅲ　利益剰余金         

１　利益準備金   525   525  －

２　当期未処分利益   2,909,502   6,535,177  3,625,675

利益剰余金合計   2,910,027 16.3  6,535,702 32.4 3,625,675

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

  －   △180,911 △0.9 △180,911

Ⅴ　自己株式 ※６  △29,509 △0.2  △1,392,910 △6.9 △1,363,401

資本合計   7,782,709 43.6  9,864,072 48.9 2,081,363

負債及び資本合計   17,813,312 100.0  20,170,025 100.0 2,356,712
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

当事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高
※１
※３

 3,511,499 100.0  8,245,287 100.0 4,733,788

Ⅱ　売上原価 ※３  784,963 22.4  1,418,954 17.2 633,990

売上総利益   2,726,535 77.6  6,826,332 82.8 4,099,797

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  412,271 11.7  566,660 6.9 154,388

営業利益   2,314,263 65.9  6,259,672 75.9 3,945,408

Ⅳ　営業外収益         

１　受取利息  2,478   2,094   △384

２　投資有価証券売却益  18,491   －   △18,491

３　為替差益  －   3,116   3,116

４　デリバティブ評価益  －   2,280   2,280

５　雑収入  739 21,709 0.6 3,538 11,030 0.2 2,799

Ⅴ　営業外費用         

１　支払利息  123,851   145,441   21,590

２　社債発行費  39,346   －   △39,346

３　雑損失  44,915 208,112 5.9 11,044 156,486 1.9 △33,870

経常利益   2,127,860 60.6  6,114,216 74.2 3,986,355

税引前当期純利益   2,127,860 60.6  6,114,216 74.2 3,986,355

法人税、住民税及び事
業税

 1,514,089   2,267,997   753,908

法人税等調整額  △592,132 921,956 26.3 220,543 2,488,541 30.2 812,676

当期純利益   1,205,904 34.3  3,625,675 44.0 2,419,770

前期繰越利益   1,703,598   2,909,502   

当期未処分利益   2,909,502   6,535,177   
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(3）利益処分案

  
前事業年度

（株主総会承認日平成17年３月30日）

当事業年度
（株主総会承認予定日
平成18年３月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   2,909,502  6,535,177

Ⅱ　利益処分額   －  －

Ⅲ　次期繰越利益   2,909,502  6,535,177
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

当事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１　資産の評価基準及び評価

方法

 

(1）有価証券

イ　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によってお

ります。

(1）有価証券

イ　子会社株式及び関連会社株式

同左

 

 

 

ロ　その他の有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法によって

おります。

また、その他の有価証券に区分され

ている匿名組合出資金については

７(2）匿名組合出資金の会計処理に

記載しております。

ロ　その他の有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等による時価法

によっております。（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しており

ます。）

時価のないもの

　移動平均法による原価法によって

おります。

なお、投資事業有限責任組合及びこ

れに類する組合への出資（証券取引

法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。

 

 

(2）デリバティブ

　時価法を採用しております。

(2）デリバティブ

同左

 

 

 

(3）運用目的の金銭信託

特定金銭信託

　時価法を採用しております。

(3）運用目的の金銭信託

特定金銭信託

同左

２　固定資産の減価償却の方法

 

 

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおり

であります。

建物附属設備　　　　　15～18年

器具及び備品　　　　　４～20年

(1）有形固定資産

同左

 

 

 

 

(2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについては、

社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、主

な耐用年数は以下のとおりであります。

　商標権　　　　　　　　　10年

　自社利用のソフトウェア　５年

 

 

(3）長期前払費用

　均等償却を行っております。

(3）長期前払費用

同左

３　引当金の計上基準

 

貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

貸倒引当金

同左

４　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

当事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

５　ヘッジ会計の方法

 

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、特例処理の条件を満たす金利ス

ワップについては、特例処理を採用して

おります。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ

ヘッジ対象　借入金

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 

(3）ヘッジ方針

　金利リスクの低減並びに金融収支改善

のため、対象債務の範囲内でヘッジを

行っております。

(3）ヘッジ方針

同左

 

 

(4）ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ開始時期から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘッジ

手段の相場変動の累計を比較し、両者の

変動額等を基礎にして判断しております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

６　繰延資産処理方法

 

(1）社債発行費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

 ──────

 

 

 

(2）新株発行費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

──────

 

７　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1）消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

(1）消費税等の処理方法

同左

 

 

(2）匿名組合出資金の会計処理

　当社が出資する匿名組合の損益のうち

当社に帰属する持分相当損益については、

「売上高」に計上するとともに「投資有

価証券」、「その他の関係会社有価証

券」、「関係会社匿名組合出資金」を加

減する処理を行っております。

(2）匿名組合への出資に係る会計処理

同左
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項目
前事業年度

（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

当事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

 (3）「証券取引法等の一部を改正する法

律」（平成16年法律第97号）により、証

券取引法第２条第２項において、投資事

業有限責任組合及びこれに類する組合へ

の出資を有価証券とみなすこととされた

ことに伴い、前事業年度まで「関係会社

匿名組合出資金」に含めていたみなし有

価証券を当事業年度より「その他の関係

会社有価証券」に計上し、当中間会計期

間に発生した匿名組合出資金を当事業年

度より「投資有価証券」に計上しており

ます。

　この変更により、投資有価証券及びそ

の他の関係会社有価証券はそれぞれ

733,956千円及び1,884,205千円増加して

おります。また、前事業年度において関

係会社匿名組合出資金に含まれていたみ

なし有価証券は1,592,812千円であり、

当中間会計期間末において匿名組合出資

金及び関係会社匿名組合出資金に含まれ

ていたみなし有価証券は4,604,558千円

であります。

 ──────
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会計方針の変更

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

当事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

　従来、貸付金の受取利息は営業外収益に計上しておりま

したが、当事業年度より売上高に計上しております。この

変更は、当事業年度に貸金業の登録を行ったことにより、

貸付が当社の主たる事業となったため、経営成績をより適

切に開示するために行ったものであります。また、従来、

借入金の支払利息は営業外費用に計上しておりましたが、

当事業年度より貸付金の平均残高に対応する支払利息を資

金原価として売上原価に計上しております。この変更は、

貸付金の受取利息を売上高に計上したことにより、費用収

益の対応をより適切に表示するために行ったものでありま

す。

　この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、

売上高は134,688千円増加し、売上原価は60,605千円増加

し、営業外収益は134,688千円減少し、営業外費用は60,605

千円減少しておりますが、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響はありません。

──────

 

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成16年１月１日

至　平成16年12月31日）

当事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

────── （貸借対照表）

　前期まで区分掲記しておりました「出資金」（当期末残

高10千円）は、総資産額の100分の１以下であり、金額的

重要性が乏しいため、当事業年度より投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しております。

　前期まで区分掲記しておりました「敷金及び保証金」

（当期末残高83,095千円）は、総資産額の100分の１以下

であり、金額的重要性が乏しいため、当事業年度より投資

その他の資産の「その他」に含めて表示しております。

 　前期まで区分掲記しておりました「立替金」（当期末残

高23,658千円）は、総資産額の100分の１以下であり、金

額的重要性が乏しいため、当事業年度より流動資産の「そ

の他」に含めて表示しております。

　前期まで区分掲記しておりました「預り金」（当期末残

高16,853千円）は、負債及び資本合計額の100分の１以下

であり、金額的重要性が乏しいため、当事業年度より流動

負債の「その他」に含めて表示しております。

────── （損益計算書）

　前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しており

ました「為替差益」は、営業外収益の総額の100分の10を

超えたため区分掲記しました。

　なお、前期における「為替差益」の金額は146千円であ

ります。

追加情報
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前事業年度
自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日

当事業年度
自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日

────── 　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日　企業会計基準委員会　実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費に計上しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成16年12月31日）

当事業年度
（平成17年12月31日）

※１　関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは、次のとおりであります。

※１　関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは、次のとおりであります。

（流動資産）  

売掛金 372,342千円

立替金 11,558千円

その他 29,466千円

（固定資産）  

敷金及び保証金 42,968千円

（流動資産）  

売掛金 527,085千円

立替金 21,661千円

その他 51,080千円

（流動負債）  

前受金 578,817千円

※２　担保資産及び担保付債務

　(担保付資産）

※２　担保資産及び担保付債務

　(担保付資産）

定期預金 1,325,000千円 投資有価証券 902,850千円

　（担保付債務） 　（担保付債務）

短期借入金 1,375,000千円

一年以内返済長期借入金 465,000千円

長期借入金 4,145,000千円

短期借入金 500,000千円

  

  

※３　取引銀行との間に当座貸越契約を締結しており、当

該契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高等は次

のとおりであります。

※３　取引銀行との間に当座貸越契約を締結しており、当

該契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高等は次

のとおりであります。

当座貸越契約の総額 3,550,000千円

借入実行残高 1,360,000千円

差引額 2,190,000千円

当座貸越契約の総額 1,600,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 600,000千円

   また、当社では、運転資金の効率的調達を行うため、

取引銀行と特定融資枠契約（シンジケーション方式に

よるコミットメントライン）を締結しております。

当事業年度末における特定融資枠契約の総額及び借入

実行残高は次のとおりであります。

 特定融資枠契約の総額 5,300,000千円 

 借入実行残高 -千円 

 差引額 5,300,000千円 

※４　長期貸付金及び関係会社長期貸付金は主として、自

己投資のための、匿名組合の営業者である有限会社へ

の貸付けであり、対応する損益（受取利息と借入金の

支払利息）は売上高及び売上原価に計上しております。

※４　 　　　　　　同左　

※５　株式の状況 ※５　株式の状況

会社が発行する株式  

普通株式 940,000株

発行済株式総数  

普通株式 313,234.8株

会社が発行する株式  

同左

発行済株式総数  

同左

※６　自己株式 ※６　自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,076.8

株であります。

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式6,008.8

株であります。
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前事業年度
（平成16年12月31日）

当事業年度
（平成17年12月31日）

　７　偶発債務

　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次の

とおり債務保証を行っております。

──────

 

㈲レオナルド  

債務保証限度額 800,000千円

　８　自由処分権を有する担保受入金融資産の時価 　８　自由処分権を有する担保受入金融資産の時価

担保受入有価証券 1,579,640千円

再担保差入有価証券 1,579,640千円

担保受入有価証券 383,520千円

再担保差入有価証券 383,520千円

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

当事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

売上高 2,497,347千円 売上高 5,889,722千円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 154,153千円

給与手当 65,012千円

上場関連費用 33,074千円

事務所家賃 26,210千円

税務・会計報酬 21,944千円

役員報酬 205,481千円

給与手当 96,484千円

賞与 36,397千円

上場維持費 43,384千円

事務所家賃 32,004千円

税務・会計報酬 32,603千円

事業税 42,000千円

※３　貸付金の受取利息を売上高として計上していること

に伴い、借入金に係る支払利息のうち、貸付金に対応

する資金原価60,605千円を売上原価に含めております。

　なお、これらの貸付金は貸借対照表においては長期

貸付金及び関係会社長期貸付金に含まれております。

──────
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①　リース取引

前事業年度（自　平成16年１月１日　至　平成16年12月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なリース取引のため財務諸表等規則第８条の６第６項の規

定により記載を省略しております。

当事業年度（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なリース取引のため財務諸表等規則第８条の６第６項の規

定により記載を省略しております。

②　有価証券

前事業年度（自　平成16年１月１日　至　平成16年12月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

当事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産（流動）  

益金算入インセンティブ報酬 134,778千円

未払事業税 103,105千円

その他 737千円

繰延税金資産（流動）合計 238,620千円

繰延税金資産（固定）  

匿名組合出資金評価額 513,629千円

繰延税金資産（固定）合計 513,629千円

繰延税金負債 －

繰延税金資産の純額 752,250千円

繰延税金資産（流動）  

益金算入インセンティブ報酬 403,626千円

未払事業税 108,984千円

その他 6,063千円

繰延税金資産（流動）合計 518,674千円

繰延税金資産（固定）  

匿名組合出資金評価額 13,032千円

その他有価証券評価差額金 123,141千円

繰延税金資産（固定）合計 136,173千円

繰延税金負債 －

繰延税金資産の純額 654,847千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため、記載を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

同左

３　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、

当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（但

し、平成17年１月１日以降解消が見込まれるものに限

る）に使用した法定実効税率は、42.0％から40.5％に変

更されました。

　その結果、繰延税金資産の金額が27,861千円減少し、

当事業年度に計上された法人税等調整額が27,861千円減

少しております。

３　　　　　　　　　 ──────　　　
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

当事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１株当たり純資産額 24,931円95銭 32,106円89銭

１株当たり当期純利益 4,155円76銭 11,732円29銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　当社は、平成16年10月20日付で株式

１株につき５株の株式分割を行ってお

ります。なお、当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合の前事業年

度における１株当り情報については以

下のとおりとなります。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 １株当たり純資産額 12,737円89銭

１株当たり当期純利益 2,796円48銭

  

  

　（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目
前事業年度

（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

当事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

損益計算書上の当期純利益（千円） 1,205,904 3,625,675

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,205,904 3,625,675

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 290,176 309,034

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成16年１月１日　至　平成16年12月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）

当社は、平成18年１月17日開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしております。

当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。

１　平成18年３月４日をもって平成18年３月３日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株　

　　　　　　　　　式数を１株に付き５株の割合をもって分割する。

２　分割により増加する株式数 普通株式　 1,252,939.20株  

３　配当起算日 平成18年１月１日  

 

前期首に該当株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値は以下のとおりであります。

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

当事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１株当たり純資産額 4,986.39円

１株当たり当期純利益 831.15円

１株当たり純資産額 6,421.38円

１株当たり当期純利益 2,346.46円
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７．役員の異動
(1）代表者の異動

記載が可能になり次第「決算発表資料の追加（役員の異動）」として開示いたします。
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